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地震発災前の対策として耐震補強、家

具の固定が基本的なところだと思う。実

際にはどのような考え方を重点におい

て推進していくのか。

　発災時に家具の転倒により、ケガをする
方が半数程度いる。まずは、ケガをしない
ことを第一に考え、家庭内の家具の固定を
増やしていきたいと考えている。また、わ
が家の専門家診断を行った家庭で、耐震補
強をしていない家庭にもＰＲを進めている。

（仮称）「愛野幼保園」施設整備費補助

金として、平成22年度交付額と借入金

元利償還金補助金とあわせて約4億円

を予算計上しているが、建設費総額は

いくらか。財源はどうなるのか。

総務文教委員会総務文教委員会

平成22年度一般会計・特別会計・企業会計の
各予算や条例の制定・一部改正などの議案を各常任委員会で審査しました。

　総事業費は、未確定であるが約5億円を
予定しているとのことである。市はその内
4億円を支出することとなっている。この
財源としては、約1億2千万円が静岡県安
心こども基金補助金であり、約2億7千万
円が袋井市の補助金となる。

後期高齢者医療広域連合で制度が創設

されたことに伴い、後期高齢者の人間ドッ

クに対して１人当たり１万円の助成がさ

れることになる。国民健康保険では、3

万円の助成額だが、金額設定の考え方

はどうか。

　県西部で後期高齢者に対する人間ドック
の助成を始めるのは本市だけである。助
成額は、特定健診に要する費用と人間ドッ
クの助成に要する費用、並びに広域連合が
妥当と認めて折り合いがついた額で、1万
円としたものである。

民生福祉委員会民生福祉委員会

ふくろい特産物宣伝隊支援事業はどん

な内容か。また、市内特産物を販売する

だけではなく、販売先の特産品を購入

するなど、双方向型の取引でないと長

続きしないと思われるが、どうか。

　農産物に限定せず、市内の様々な特産
物を保冷車に積載し、販売することを計画
している。販売先との双方向型取引も含
めて、袋井商工会議所、袋井市観光協会、
遠州中央農協などで組織する協議会にお
いて、今後、更に研究していきたい。

（仮称）「総合健康センター」整備検討

懇話会は、どう進めていくのか。

　現在進めている保健・医療・介護構想を
9月頃までにとりまとめた後、（仮称）総合
健康センター整備構想に着手していきたい。
保健・医療・介護構想で理念やシステム作
りを考え、（仮称）総合健康センター整備検
討懇話会で具体的な施設整備計画を検討
していく予定であり、議会とも協議しなが
ら進めていきたい。今後、健康づくりアド
バイザー会議でも検討するとともに、市内
の医療・福祉等の関係者との意見交換も行っ
ていきたい。

市民農園整備事業について、平成22年

度の目標として10箇所、300区画の増

加を図るとのことだが、達成見込みはあ

るか。

　平成21年度には、菩提、菅ヶ谷、下新池
自治会内の3箇所を開設した。湊西自治会
では、農業担い手育成モデルとしての農園
を1区画300平方メートルを30区画予定
しており、合計で6箇所、240区画の市民
農園が存在することとなる。市内外を問わ
ずに市民農園耕作者を募集していきたい。
厳しい目標値だが、農を活かしたまちづくり、
コミュニティづくりを目的とし、その手段と
しての市民農園の利活用を促進していき
たい。

　ふくろい遠州の花火が、地域や市民のも
のとなるように、また、市内の経済への波
及効果や観光促進に結び付くように検討
が求められている。他の観光事業と関連さ
せるなど様々なアイデアを盛り込んで、市
民主体の花火大会となるような制度設計
や手法の検討が必要である。今後、市民花
火推進事業を実施する実行委員会と研究
していく。

ふくろい遠州の花火事業費補助金につ

いて、市民花火推進事業の理念はどうか。

建設経済委員会建設経済委員会

耐震補強相談窓口

袋井市民体育館

ふくろい遠州の花火

都市計画税の改正にあたり、都市計画

税が使われる具体的な事業の提示をし

てもらいたい。また、都市計画税が課税

されることにより、市街地からはずれた

ところのメリットはどのようなことか。

　下水道事業や道路10箇年計画による街
路事業、当面の区画整理事業が挙げられる。
街路事業などは、地権者の意向等もあるの
で具体的な提示は難しい状況である。課
税されたメリットは、市街地に整備される
公共施設や生活利便施設を市街地以外の
方も利活用するなどのメリットがある。

　「袋井市スポーツ施設のあり方検討プロ
ジェクト会議」を2月18日に立ち上げた。
4月以降の会議で検討した結果について、
スポーツ振興審議会から意見を聴取し、こ
れを踏まえた中で、平成23年3月までに
方向性を明確にしたい。なお、一部、総合
計画の後期基本計画等へ反映させられる
ものについては反映させていきたい。

スポーツ振興計画に係る市民意識調査

では、市民が望むスポーツ施設について

も調査するとのことで、今後のスポーツ

施設のあり方に繋がっていくと考える。

また、スポーツに関する権限が市長部局

に移管される。こうした中、本市のスポー

ツ振興についての方針はいつ頃出すのか。


